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国際統合報告評議会　プロジェクトマネジャー　

牧　多恵

国際統合報告評議会（International	Integrated	Reporting	Council、以下「IIRC」
という）による国際統合報告フレームワークが2013年12月に発行され、第 4
回IIRC年次総会をもって統合報告パイロットプログラムは終了しました。パイ
ロットプログラムは今後、「統合報告ビジネスネットワーク」として引き継がれ、
「統合報告書」そのものに加え「統合的思考」に基づく経営プロセスに焦点が当
てられることになります。
統合報告書の発行社数は全世界で増加し続け、利用者の期待に応じようと、年々
その質は向上しています。「アウトプット」の評価、「社会的価値」の創造など、
新しい概念についても報告手法の開発や実践が進んでおり、今回の年次総会で
はいくつかの事例紹介がなされました。しかし、まだ課題は残されています。
たとえば、「保証」についての議論は始まったばかりであり、「社会・関係資本」
の測定、統合報告の効果についての実証分析など、未だ確固たる手法が確立さ
れていない分野もあり、さらなる議論が求められています。
今後、企業報告のあり方については、IIRCが中心となって国際的な基準設定機
関とともに議論を深めていきます。同時に「統合報告ビジネスネットワーク」
を通じた報告書作成者側からの意見や実践例が、これまで以上に重要になって
いくと考えられます。コーポレートコミュニケーションの行方を占ううえで、今
後もIIRCの動向は重要であり、注目しておく必要があるでしょう。
本稿は、第4回IIRC年次総会（2014年9月24日～ 26日、マドリードにて開催）
の本会議およびワークショップの一部を要約しました。セッションのタイトルは
意訳している場合がありますので原題を付しました。
なお、本文中の意見に関する部分は筆者の私見であることをあらかじめお断り
しておきます。

	

【ポイント】
◦		IIRCは2014 年9月24日～ 26日に、国際統合報告フレームワーク公表後

初めてとなる IIRC 年次総会を開催した。今後、IIRCは「統合報告ビジネ
スネットワーク」を通じて、フレームワークのさらなる普及を目指す。

◦		年次総会では主に、「統合報告への取組みが企業内の行動様式をどのよう
に変えたか」について議論された。社内のコミュニケーションの向上、相
互の信頼性の醸成、投資家や取締役への充実した情報提供など様々な面で
変化が認められることが確認された。

◦		IIRCは現在、様々な基準設定機関と協働しながら、今後の企業報告のある
べき方向性をまとめようとしている。さらに統合報告書の保証について、
新たなアプローチを模索している。

◦		IIRC「統合報告ビジネスネットワーク」以外にも、世界各国で統合報告の
ためのネットワークが広がりつつある。今後、多くの日本企業のビジネス
ネットワーク参加が期待される。
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Ⅰ はじめに

国際統合報告評議会（International Integrated Reporting 
Council、以下「IIRC」という）1は最適な資本の分配と持続可能
な成長を通じた金融の安定化を目指し、そのために統合報告が
世界の多くの企業報告の規範となることをミッションとしてい
ます。IIRCはその役割を（1）フレームワークの普及、（2）他の
基準設定機関との調整、（3）投資家コミュニティーへのフォー
カスと捉え、現在も様々なプロジェクトを推進しています。そ
の中心的活動であったパイロットプログラムは2011年より始
まり、毎年、年次総会が開催されてきました。今年で4回目と
なるIIRC年次総会は、2014年9月24日から26日までスペイ
ンのマドリードで開催され、パイロットプログラム参加企業 
の約120名が22ヵ国より来場し、統合報告書の作成にかかわ
る財務、サステナビリティ、広報、IRなど幅広い部署からの
関与がありました。日本からは武田薬品工業株式会社、フロイ
ント産業株式会社、昭和電機株式会社などが参加しました。

IIRCは2013年12月に国際統合報告フレームワーク（以下
「フレームワーク」という）2を公表しました。パイロットプロ
グラムの目的は統合フレームワーク策定であったため、その公
表とともにパイロットとしての役割を果たし、第4回IIRC年次
総会をもって、パイロットプログラムは終了しました。過去3
年間におよぶプログラム期間に、統合報告を取り巻く世界情
勢は大きく様変わりしました。政府による新しい企業報告に向
けた環境づくりが進展し、統合報告の必要性に対する意識は
高まりつつあります。ステークホルダーから企業へ大きな期待
が寄せられるとともに、企業においても価値創造のコンセプト
やフレームワークの概念が浸透しつつあると言えるでしょう。

それでは、これから統合報告はどのように展開していくので
しょうか。IIRCはパイロットプログラムを「統合報告ビジネス
ネットワーク」と改め、2014年10月以降、装いを新たに継続
していくことを決定しました。「統合報告ビジネスネットワー
ク」の目的は、さらなるフレームワークの普及です。統合報告
書の優良事例を紹介しつつ、これから統合報告に取り組もう
とする企業の裾野を広げていこうとしています。さらに、こ
れらの活動を通じて社内・社外の行動様式がどのように変化
していくか、統合的思考はどのように醸成され、ビジネスパ
フォーマンスの向上にどのように寄与するかなど、「報告書」
作成にとどまらない、価値創造プロセスの源泉にまで議論を
発展させようしています。したがって、今後ますます「統合報
告ビジネスネットワーク」を通じた、企業の実務事例の紹介が
重要になっていくことでしょう。

本稿では、この年次総会を振り返りながら、いかに統合報
告への取組みがパイロットプログラム参加企業の変化を促し
たのかについて報告します。その時にどのような成果や工夫
があったのか、また、これから乗り越えていかなければならな
い課題は何かなど、今後の統合報告書作成に生かしていただ
ければ幸いです。年次総会では本会議とワークショップによる
構成で複数のトピックが並行して話し合われました（図表1参
照）。限られた紙面上、本稿では本会議のハイライトおよび筆
者が参加したワークショップの一部のみのご報告となりますこ
とをご了承ください。

1.  国際統合報告評議会（IIRC）：http://www.theiirc.org/
2.  国際統合報告フレームワーク : http://www.theiirc.org/international-ir-framework/（同ページ右端のリンクに日本語訳あり）

図表1　第4回IIRC年次総会プログラム

1日目：2014年9月24日
◦		オープニング講演 -	Paul	Druckman
◦		メガトレンドへの回答としての統合報告	
（<IR>	as	a	response	to	megatrends）

―	ワークショップ※　1回目
◦		統合的ビジネス	
（The	integrated	business）	
-	Mervyn	King 他

2日目：2014年9月25日
◦		企業報告を取り巻く状況		
（The	Corporate	Reporting	landscape）

―	ワークショップ※　2回目
◦		信頼とは（Exploring	trust）
―	ワークショップ※　3 回目

3日目：2014年9月26日
◦		投資家の視点と優れた報告	
（Developing	good	reporting		
–	what	do	investors	expect?）

◦		統合報告の傾向	
（Emerging	trends	in	<IR>）

◦		これからの統合報告	
（Accelerating	<IR>	momentum）		
–	Paul	Druckman

◦は本会議のトピック、（　）内は原題
※		ワークショップ（参加者は以下から3つを選択可。	

筆者は（2）（3）（4）に参加。）
	 （1）	重要性へのアプローチ	
	 	 （Approaches	to	materiality）
	 （2）		情報と報告プロセスへの信頼	

（Building	trust	in	information	and	reporting	
processes）

	 （3）	結合性のある報告書	
	 	 （Creating	a	connected	output）
	 （4）		アウトカムの評価	

（Evaluating	impact,	outcomes	and	trade-offs）
	 （5）		Win-Winな成果をもたらすためのポジティブ影響力	

（Positive	influencing	to	create	‘win-win’	
outcomes）
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Ⅱ 本会議より－	
「報告は企業行動を変える」

IIRC会長であるMervyn King氏は「統合報告は企業行動を
変革させる（Reporting changes corporate behaviors）」と述べ 
ました。このメッセージは、本会議の基本的な考え方を貫いて
います。

Mervyn King氏は、「統合報告書を読めばマネジメントの質 
がわかる」と指摘し、「統合報告書を作成することによって、
どのように企業行動が変革し、便益につながるか、企業経営
者および取締役は真剣に考えるべきである」と述べています。
Mervyn King氏によると、「統合報告（Integrated reporting）
は報告書を作成して終わりではなく、企業の持続的な事業展
開を通じて常に発展すべきプロセスである」と述べています。
統合的思考は動的なサイクルであり、したがって統合報告書

（Integrated report）から統合的思考（Integrated thinking）へ
発展するのは自然な流れであるからです。その裏付けとして、
パイロットプログラム参加企業であるThe Crown Estate社3と
Sasol Oil社4における具体的な事例の紹介がありました（図表2
参照）。これを読むと、統合報告への取組みが単なる報告書作
成ではなく、情報管理の充実や社内コミュニケーションの発展
にまで及んでいることがわかります。さらに、経営者や取締役

の意識が変化することによって、自社の価値創造プロセスや
ビジネスモデルへの新しい考え方が生まれたことも示唆され
ています。

本会議では、このように統合報告によってもたらされた変
化について様々な角度から議論が行われました。この章では、
本会議で議論されたトピック（図表1参照）の中から「信頼と
は」、「投資家の視点と優れた報告」、「企業報告基準を取り巻
く状況」の3つの観点から、統合報告のあり方をご紹介いたし
ます。

1.	信頼とは（Exploring	trust）

このセッションはまず、「信頼（Exploring trust）」とは何
か？というテーブルディスカッションで始まりました。ある参
加者は「信頼とはリレーションシップの基礎である。それぞれ
の期待が合致し、双方向のコミュニケーションが可能な関係
である。築くのに時間がかかるが、崩れるときは一瞬である」
と定義しました。すべての企業活動は人と人の関係に基づい
ており、ビジネスにおいて信頼が不可欠なのは誰もが認めると
ころです。しかし、企業経営者は価値創造プロセスにおける
信頼の重要性をどの程度認識し、また、醸成しようとしている
でしょうか。

セッションの中で「革新的な企業とそうでない企業の違いは
コラボレーションにある」というデータが紹介され、「協業す
るかどうかは互いを信頼しているかどうかによる」との指摘が
なされました。つまり、企業にとって社内・社外で信頼を得る
ことは、革新的な技術やサービスを生み出し、競合他社との
大きな差別化要因になり得るのです。しかし、信頼を醸成し
維持するのはたやすいことではありません。様々なステークホ
ルダーとの関係で信頼性をどの程度得ているか測定すること
も困難です。また、企業文化は信頼性と大きくかかわっていま
すが、人と人の行動様式を変えることは非常に難しく、長年
培った企業文化を時代とともに変化させていくのは大変なこと
です。

統合報告ではこうした信頼性を「社会・関係資本」と呼んで
いますが、これをどう測定し報告するかは、悩ましい問題と
なっています。このセッションでは、「信頼」を図る尺度とし
て、①信頼するに足る組織としての力量があるか、②信頼に
至る背景があるか、③ともに分け合う価値があるか、の3つの
観点から分析する手法が紹介されました。KPMGグローバル
においても、心理学的理論に基づき相互のリレーションシップ
をスコアリングする新しい分析手法が開発されています。統
合報告への取組みが進むにつれ、このように見えざる資本を
測定し報告する手法の研究もますます盛んになるでしょう。そ

3.  The Crown Estate （Annual Report and Accounts 2013）http://ar2013.thecrownestate.co.uk/
4.  Sasol Oil （Annual integrated report 2013）http://www.sasol.com/investor-centre/publications/integrated-report-1

図表2　パイロットプログラム参加企業による統合報告の便益

パイロットプログラム参加企業（The Crown Estateおよ
びSasol Oil）による発表から抜粋
◦		資本間の相互連関がより明確になった。
◦		財務、ソーシャル、環境への影響を重視するようになった。
◦		統合報告のプロセスがビジネスプランに役立った。
◦		社内の機能が明確になった。
◦		ビジネスの判断が正しい情報に基づくようになった。
◦		損益計算書重視の考え方から逸脱するために各人のモチ

ベーションを考慮するようになった。
◦		1つの企業文化を認識し、アイデンティティを形成すること

ができた。
◦		1つのゴールに向かってチームをまとめる力が養われた。
◦		新しい組織構造、マネジメント構造、オペレーション手法

が開発された。
◦		資本が自社の投資方針を説明するために明確に位置付けら

れた。
◦		CEOの意思が執行役の認識の変革を起こした。
◦		取締役へもより多くの情報が提供されるようになった。
◦		統合的思考を自社の言葉に置き換えて説明できるように

なった。
◦		統合的思考が達成できると、会社に貢献しているという感

覚を各人が味わえるようになった。
◦		統合的思考へのプロセスで生じた摩擦により、合意を形成

するプロセスも重要であることがわかった。

http://ar2013.thecrownestate.co.uk/
http://www.sasol.com/investor-centre/publications/integrated-report-1
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して、経営者や取締役の「社会・関係資本」への意識が高ま
れば、「信頼」がどのように企業パフォーマンスに寄与してい
るか、非財務項目とビジネスの関連性が再認識されることで 
しょう。

統合報告への取組みは、透明性が高くバランスの取れた報
告を実践することでもあります。このような企業姿勢はやがて
社内・社外での信頼関係構築に結びつき、よい循環を生みだ
していくと考えられます。オープンで実直なコミュニケーショ
ンは、傷ついた信頼の回復にも欠かせません。ネガティブ情
報を含め、「どのように情報を管理し、ステークホルダーに説
明責任を果たす必要があるのか」を、平常時におけるコーポ
レートコミュニケーションのシステムとして、確立しておくこ
とが重要であると言えます。

さらに、統合報告に取り組むことによって、企業報告の目的
や手段が変わり、人と人のコミュニケーション方法が変化する
と、新たな接点が生まれます。このような接点は建設的な信
頼関係を構築する起点になり得るでしょう。これは、Mervyn 
King氏の指摘する「企業報告がもたらす企業行動の変化」の1
つと言えます。このように、統合報告にまつわる様々な取組み
が、結果的に企業の信頼性向上に大きく影響しているのです。

2.		投資家の視点と優れた報告（Developing	good	
reporting	–	what	do	investors	expect?）

このセッションの主な議題は、「統合報告は投資家の投資意
思決定に影響を及ぼしているのか」というものです。最近公
表された「Corporate performance: what do investors want to 
know?」（PwC）5 では、85人の投資家の視点から見た企業報
告に関するリサーチが報告されています。その中では、報告
の質と経営の質に相関が認められること、簡潔で明解な情報
は投資家に信任（Confidence）を与えるといった結果が出てい
ます。「結合性」のある統合報告書は健全な企業経営、つまり
効率的で効果的なマネジメントが実践されていることを示唆
すると分析されています。そして統合報告書が目指す「信頼性
とバランス」は、企業の透明性向上に寄与していると報告され
ています。このような統合報告の効果は資本コストの低下を
通じ、企業経営にプラスの影響を与えると期待されます。

投資家コミュニティーでは、統合報告の効果について実証
的な証左を求める声が高まっており、近年、アカデミックな研
究が進んでいます。このセッションでも、エラスムス・ロッテ
ルダム大学（オランダ）の教授によるベンチマーク分析による
企業報告のレベル分類、および経年の質的変化について研究
成果が発表されました。しかし、このような実証分析の手法
が確立されているとは言いがたく、前提や仮定、統計的手法

に課題が残ります。IIRCは今後さらに研究者との議論を進め、
より統計的に頑健性の高い実証例を模索する予定です。

このセッションではさらに、パネリストの投資家、アナリス
ト（バイサイド、セルサイド）からの様々な意見が出ました。
たとえば、「率直でオープンな企業姿勢を評価する（たとえば
目標が達成できたか、できなかったかという事実以上に、その
背景説明を真摯にするかで評価は変わる）」、「企業が想定す
る業績見通しは最良のシナリオだけでなく様々な情報が欲し
い（たとえば望ましくないシナリオを含め、様々な時間軸、違
う角度からの情報など）」といった意見が交わされました。ま
た、「もし投資判断に必要な情報（特に競争優位性に関するも
のなど）を企業が提供していない場合は、他のリソース（他社
が開示している情報、一般社会に認知されている情報など）に
あたることもあり、極端な場合はWeb検索サイトで検索をす
ることもある」などという発言もありました。こうした多角的
な企業分析は投資家やアナリストにとって時間のかかるもので
す。したがって、企業が簡潔でポイントを押さえた統合報告
書を発行すれば、投資家やアナリストは効率的に企業分析が
でき、適切な意思決定ができるようになるでしょう。

また、「非財務情報がどのように投資判断に利用されている
か」についても議論されました。パネリストのひとりであるア
ナリストによると、「企業分析の始まりは財務情報ではなくビ
ジネスモデルを理解すること」であり、「すべてのビジネス活
動は何らかの形で財務インパクトを持つという視点に基づい
て分析している」とのことでした。もし、企業が価値創造につ
いて、これまで語らなかったような情報を積極的に提供するよ
うになれば、投資家やアナリストはビジネスモデルをより深く
理解できるようになり、結果として質問の質が変わることにつ
ながるでしょう。これはMervyn King氏が統合的ビジネスの
セッションで発言した「取締役メンバーに十分な情報が提供さ
れれば、彼らが欲する情報の質が変わる」という意見と全く同
じ論旨で、興味深い点です。

3.		企業報告を取り巻く状況（The	Corporate	Reporting	
landscape）－コーポレート・レポーティング・ダイ
アログ（CRD）

コーポレート・レポーティング・ダイアログ（CRD）6は2014
年6月にIIRCが中心となって、IIRCカウンシルメンバーととも
に発足したダイアログです（参加メンバーは図表3参照）。こ
のダイアログの目的は、企業報告を取り巻く様々な基準（GRI 
G4、ISO26000、IASB、SASBなど）の調和を図り、より一貫
性があり、かつ比較可能性を担保するようにそれぞれの基準
の概念を整理し、互いの存在を認め合うことにあります。す

5.  PwC “Corporate performance: what do investors want to know?”
 http://www.pwc.com/gx/en/audit-services/corporate-reporting/publications/investor-view/investor-survey-edition.jhtml
6.  IIRC Corporate Reporting Dialogue （CRD）http://www.theiirc.org/crd/

http://www.pwc.com/gx/en/audit-services/corporate-reporting/publications/investor-view/investor-survey-edition.jhtml
http://www.theiirc.org/crd/
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でに数回の会合を開いており、次回の会合は2014年10月に
ニューヨークでの開催が予定されています。会合では、企業
報告に関連する基準についての現状を認識し、それぞれの専
門領域を確認したうえで、共通点や差異を洗い出し、今後の
取組みにつなげていくことを目指しています。

今回のセッションでは、IIRC CEOであるPaul Druckman氏、
Global Reporting Initiative（GRI）CEO のMichael Meehan氏と
International Accounting Standard Board（IASB）理事である
Gary Kabureck氏によるパネルディスカッションが実現しまし
た。財務と非財務分野を代表する基準設定機関のリーダーと
IIRCのCEOが一堂に会し、同じ課題について話し合っている
様子は、数年前であれば想像できなかったでしょう。パネル
ディスカッションでは、「財務情報」対「非財務情報」という対
立軸ではなく、根本的な考え方は両者とも一致しているという
観点から議論が進められました。

たとえば、GRIは「複数のレポートを望んでいるわけではな
い」と発言し、その意図するところとして、「企業は持続可能
な社会のためにコミットメントを発信する必要があるが、そ
のための報告プロセスと情報の信頼性が重要であるという認
識において、どの報告基準も同じと言える」と説明しました。
IASBからは投資家にとって重要なのは、「財務情報であるか
非財務情報であるかにかかわらず、投資意思決定に関連する
情報がアクセス可能かどうかという点」であるという指摘が出
ました。重要性も基本的には、「対象とするステークホルダー
の視点からみて、そのイシューが企業経営にどれほど関連性
があるかを測定するプロセス」（GRI）であり、「報告書の利用
者がその情報に依拠し、下した決定が誤っている可能性があ
るかどうか、という視点で考えると、そこに財務・非財務の違
いはないと言える」（IASB）との議論になりました。

今回のセッションには直接関係はありませんが、2013年に
COSOが「内部統制の統合的フレームワーク」を改訂し、それ
まで「財務報告」に限定していた目的の範囲を「報告」に広げた 
のも、社会的議論の中における必然と言えるのかもしれません。

Ⅲ ワークショップより－「結合性のある
報告書」および「保証」について

テーマ別のワークショップでは、パイロットプログラム参加
企業の実例を交えながら、より実務的な観点に基づいて報告
書作成に関する課題が議論されました。報告書作成プロセス

（システム、コントロール、手段など）はどうあるべきか、簡
潔でありながら投資家ニーズを満たした報告書を作成するに
はどうすればいいか、統合報告フレームワークを用いた場合
の重要性分析はどのように実施すればいいか、これらはすべ
ての統合報告書作成者にとって、共通の悩みだと考えられま
す。さらに、アウトカムの影響をどう評価すべきか、統合報告
がもたらす変化を社内に根付かせるためのテクニック、統合
報告書に「保証」は必要かなど、新しいトピックスについても
ワークショップが催されました。この章ではワークショップで
議論されたトピック（図表1では（1）-（5）までの番号で表示）
の中から、筆者が参加したセッションである「結合性のある統
合報告書」と「保証」の2つについてご紹介します。

1.		結合性のある統合報告書（Creating	a	connected	
output）

このセッションでは英国の石油会社であるTullow Oil社7の
2013年アニュアルレポートを事例に、どのように報告書が進
化していったかを学びました。Tullow Oil社は2007年から統
合（的な）報告書の作成を始めましたが、当初はビジネスモデ
ルについての記載はありませんでした。2008年になって初め
てビジネスモデルが記され、翌年にそのモデルに基づいて「ど
のように価値が創造されるか」という議論が深まり、2010年
に「統合的な経営判断」という考えが紹介されました。2011年
に現在に至るビジネスモデルの図が完成し、2012年には事業
のライフサイクルを意識した報告書になりました。年々、充実
した報告書作成過程には、社内での議論に加え、「読者からの
フィードバックを次の年の報告書作成に活かしていくシステ
ムが欠かせない」とのことでした。統合的思考や結合性には時
間がかかり、近道は存在しない、という指摘は示唆に富んでい 
ます。

Tullow Oil社のビジネスモデルは円状の図解で示されていま
す。2013年アニュアルレポートではこの図をナビゲーション
用のアイコンとして用いて、報告書の内容がビジネスモデルの
どの部分に該当するかが一目でわかるようになっています。ラ
イフサイクルを意識した事業プロセスの説明に基づき、ビジ
ネスモデルは価値創造手法と事業オペレーション手法の2つの
切り口でさらに要素に分けられ、Key Performance Indicator

（KPI）やリスクはこの要素ごとに特定されています。KPIは執

7.  Tullow Oil （2013 Annual report）http://www.tullowoil.com/index.asp?pageid=599

図表3　	コーポレート・レポーティング・ダイアログ（CRD）
参加メンバー

■	 	Climate	Disclosure	Standards	Board
■	 	Financial	Accounting	Standards	Board
■	 	Global	Reporting	Initiative
■	 	International	Accounting	Standards	Board
■	 	International	Integrated	Reporting	Council
■	 	International	Organization	for	Standardization
■	 	International	Public	Sector	Accounting	Standards	Board
■	 	Sustainability	Accounting	Standards	Board

http://www.tullowoil.com/index.asp?pageid=599
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行役の報酬と連動し、アニュアルレポートの後半ではそれぞ
れの要素について詳細の説明が展開する文書構成となってい
ます。「ビジネスモデルの発展は社内の人と人を繋ぐプロセス
に他ならず、Tullow Oil社ならではのストーリーを紡ぎ、語り、
正確に伝えるということが明確になった」とのコメントがあり
ました。つまり、統合報告をきっかけにより多くの人が自社の
ビジネスを熟慮し、自分たちの言葉で価値創造が語れるよう
になったと言えます。さらに統合報告を継続することで、「ビ
ジネスモデルが何度も見直しされ、Business as Usualのスナッ
プショットだけでなく、将来も見据えた動的なモデルを構築で
きるようになった」との発言もありました。

このセッションの参加者からは、「結合性のない企業が過去
を振り返って統合報告書を作成してもそれは『作られた接点』
でしかありえない。したがって、統合報告作成チームは将来
志向なメンバーを募り、新たな接点を求めていくべきだ」とい
う意見も出ました。

本会議の「信頼とは（Exploring trust）」でも議論されました
が、よりよい統合報告への取組みとは、社内・社外で相互の
信頼感を生み出し、さらにそれが仕事のモチベーションを高
め、事業目標に向かって自ら貢献しているという当事者性を実
感できる仕組みづくりなのかもしれません。

2.		情報と報告プロセスへの信頼（Building	trust	in	
information	and	reporting	processes）

IIRCは2014年7月に統合報告書の「保証」について2冊の
ディスカッション・ペーパーを発行しました（“Assurance on  
<IR>: An introduction to the discussion”と”“Assurance on 
<IR>: An exploration of issues”）8。このセッションはその
ディスカッション・ペーパー策定の中心的人物であるMichael 
Nugent （IIRC Technical Director） の司会でThe International 
Auditing and Assurance Standards Board （IAASB）などをパ
ネリストに議論が進められました。IIRCがこのディスカッショ
ン・ペーパーを発行した目的は、「保証」について話し合う
きっかけをつくるためであり、IIRCは「保証基準」を策定する
意図は全くありません。したがって、「保証」の議論における
主役はIIRCではなく、監査法人やIAASB、The International 
Federation of Accountants（IFAC）などの会計監査の専門家
ということになります。同時に、統合報告書のように新しい
形の企業報告の保証にあたっては、これまでの伝統的手法が
通用するのかという課題が存在します。よって、統合報告書
の「保証」の議論は報告書作成者や利用者、その他の多くのス
テークホルダーの意見が反映されなければなりません。IIRC
ではこのディスカッション・ペーパーに基づいて幅広く意見を
公募しています（2014年12月1日締切）。それを受けて世界各
地で「保証」についてのラウンド・テーブルが催されるなど、

議論が活発化しています。その後、集約された意見をもとに
IAASBのような保証基準設定機関が何らかのアクションを取
ると予定されています。

統合報告書の「保証」をめぐる議論の中で重要なのは、投資
家が求める投資適格（Investment grade）は何かという点です。
果たして「保証」が投資家に十分な信任（Confidence）を与える
のかどうかを考えなければなりません。このセッションにおい
ては、IAASBから伝統的な保証の考え方が紹介され、報告書
作成の責任や報告基準（統合報告書でいえば統合報告フレー
ムワーク）、外部保証人の責任、保証報告書の利用者が定義さ
れました。しかしながら、統合報告書の概念は、これまでの
財務諸表とは大きく異なるものです。サステナビリティ情報
にとどまらず、ビジネス戦略、非財務パフォーマンス、コーポ
レートガバナンス、価値創造にまつわる様々な資本、定性的
な記述、さらには将来情報などを包括的に評価することが求
められます。したがって、伝統的な外部保証人にその力量が
あるかという点もポイントとなります。

ディスカッション・ペーパーでも紹介されているとおり、こ
のセッションでも、様々な「保証」の可能性が話し合われまし
た。外部保証の対象を、統合報告書すべてではなく、報告書
の一部や統合報告書作成プロセスにのみ限定することなども
議論されました。また、外部保証に代わるものとして、内部監
査の利用や統合報告書のスコアリングを利用するなど代替案
についても意見が出ました。テーブルディスカッションでは、
投資家は本当に保証を求めているか、といった点に関心が集
まりました。参加者からは、一部の年金基金、バイサイド・ア
ナリストは多少統合報告書に関心があるものの、セルサイド・
アナリストの関心は薄く、関心があるとはいってもまだ統合報
告への理解は低く、誤解もみられるなどといった意見が交わさ
れ、投資家育成の必要性が認められました。

また、信頼性については、「統合報告に都合のよい情報しか
盛り込まないリスク」が挙げられ、包括的なストーリーを語る
には必然的にネガティブ情報も盛り込まなければならないこと
を十分認識したうえで、フレームワークの「信頼性と完全性」
の指導原則を尊重すべきだという意見も出ました。さらに、フ
レームワークの「簡潔性」に鑑み、報告に値する情報のみを報
告書に盛り込むためには、情報の棚卸や情報プロセスの精査
が欠かせないことも指摘されました。内部監査、監査委員会、
外部監査人の役割について再定義する必要があるのではとい
う意見もあり、その際に、内部監査の独立性はどうなるのか、
規制当局はどのように反応するかなど、議論は多岐にわたりま
した。最終的に多くの参加者は、統合報告は未だ進化し続け
ているのだから、保証もそれに沿って進化していくべきだとい
う点で合意しました。統合報告書という新しいタイプの報告
書について、どのように信頼性を付与できるかを、報告書作
成者と外部保証人がともに真剣に考えるべき時にきているの

8.  IIRC Assurance on <IR> http://www.theiirc.org/resources-2/assurance/

http://www.theiirc.org/resources-2/assurance/
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でしょう。

Ⅳ IIRC「統合報告ビジネスネットワーク」
のこれから

統合報告フレームワーク策定のためのパイロット段階は過 
ぎ去りました。3日目のセッション「これからの統合報告（Acce- 
lerating <IR> momentum）」において、Paul Druckman氏は、

「統合報告はより実践の場へと移り、統合報告書がメインスト
リームになるかどうかの重要な分岐点に差し掛かる」と述べま
した。そのような中で、IIRCは「統合報告ビジネスネットワー
ク」を通じて、統合報告が企業にもたらすプラスの影響が「統
合的思考」へと昇華し、企業パフォーマンスの向上につながる
ことをサポートしていきたいと考えています。
「統合報告をきっかけに・・・社内の行動様式や思考回路

が変化した」という気づきが成功への鍵でしょう。ある参加
者は「統合報告は『トロイの木馬』のようだ」と表現し、「最
初は報告書作成が目的であったが、やがてその影響が組織全
体に及ぼしたプラスの効果は図りしれない」と言っていまし
た。統合報告への取組みがもたらした効果については、IIRC
とBlack Sunが共著した”Realizing the benefits: The impact of 
Integrated Reporting”9にも詳しく、パイロットプログラム参
加企業の調査、インタビュー結果が紹介されています。
「統合報告ビジネスネットワーク」は2014年10月から始まり、

いつからでも参加することができます。IIRCは「統合報告ビ
ジネスネットワーク」というプラットフォームを世界中の企業
や投資家に提供します。ただし、ネットワークの主体はIIRC
ではなく、参加を表明した企業自身であるとお考えください。
自社の事例を紹介し、悩みなどを共有、世界中で統合報告を
行っている同志と学び合い、課題を克服していくことが主た
る目的です。「統合報告ビジネスネットワーク」はIIRCが公認
しているグローバル・ネットワークですが、その他にも各国で
様々なネットワークが広がりつつあります。インドでは2014
年8月にビジネスネットワークが発足し、ロシアでは2009年か
ら統合報告の研究を進めるクラブが存在しています。ブラジ
ルでは統合報告への関心は非常に高く、国内でのネットワーク
に多くの企業が参加しています。豪州では年金基金を中心と
した統合報告ネットワーク（Pension fund integrated reporting 
network）10が2014年5月から活動を開始し、世界中のアセッ
ト・オーナーに参加を呼び掛けています。

また、パブリック・セクターにおいても統合報告への関心

は高く、Public Sector Pioneer network11というネットワー
クが存在します。世界銀行は2014年10月の年次総会のイベ
ントの1つとして統合報告を取り上げる予定で、さらに2014
年11月には総合報告に関するパブリック・セクターのための
会議を開催する予定です。2014年11月に開催されるG20（豪
州にて開催）では、海外インフラ投資が政策課題の1つとし
て挙がっていますが、KPMGが中心的役割を担って取りまと
めた政策提言には、長期的インフラ投資促進の施策として統
合報告が言及され、さらにIIRCについて明言されます（B20 
Infrastructure & Investment Taskforce report）12。

Paul Druckman氏は、統合報告が企業から企業へと伝播し、
やがて世界中に広がっていくことを期待しています。この勢
いが消えないように、我々は「勇敢に（Braveness）」「大胆に

（Boldness）」そして「ともに（Togetherness）」統合報告を進め
ていきましょう、というPaul Druckman氏の言葉で第4回IIRC
年次総会は幕を閉じました。

Ⅴ おわりに

IIRCやフレームワークの知名度は日本では高いものの、「統
合報告ビジネスネットワーク」への参画は今のところ一部の企
業にとどまります。日本では現在、パイロットプログラム参加
企業を中心とした実務者による意見交換が実施されています。
また、経済産業省の企業報告ラボから派生して2014年から投
資家フォーラム（作業部会）13が発足、伊藤レポートに提唱さ
れた『経営者・投資家フォーラム』の設立が検討14されるなど、
今後の日本の投資家と企業の望ましい関係構築に向けた議論
が深まりを見せています。そのようなネットワークやフォーラ
ムにおいて、中長期的な情報開示や統合的な報告のあり方は
重要なトピックの1つであると言えます。

今後、多くの日本企業にとって「統合報告ビジネスネット
ワーク」を始めとした様々なネットワークに参加し、知見を共
有するのは有意義なことでしょう。さらに、日本企業は企業報
告の新たな潮流を生み出すリーダーとして、率先して世界の
模範となることが期待されています。ぜひ、いろいろな機会を
捉えて、日本企業の統合報告書の優良事例や統合的思考の深
化を、世界に向けて発信していただきたいと思っています。

なお、IIRC「統合報告ビジネスネットワーク」に関するお問
い合わせはIIRC日本事務局（牧　多恵）、もしくはKPMGジャ
パン統合報告アドバイザリーグループまでお願いいたします。

9.  IIRC and Black Sun “Realizing the benefits: The impact of Integrated Reporting”
 http://www.theiirc.org/wp-content/uploads/2014/09/IIRC.Black_.Sun_.Research.IR_.Impact.Single.pages.18.9.14.pdf
10.  Pension fund integrated reporting network http://www.theiirc.org/companies-and-investors/pension-fund-network/
11.  Public sector pioneer network http://www.cipfa.org/policy-and-guidance/articles/integrated-reporting-public-sector-pioneer-network
12.  The B20 Infrastructure & Investment Taskforce report http://www.b20australia.info/priorities-1/infrastructure-and-investmen
13.  経済産業省　投資家フォーラム作業部会　http://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/kigyoukaikei/if_sagyobukai.html
14.  経済産業省　『経営者・投資家フォーラム』の提唱　http://www.meti.go.jp/press/2014/08/20140806002/20140806002.html

http://www.theiirc.org/wp-content/uploads/2014/09/IIRC.Black_.Sun_.Research.IR_.Impact.Single.pages.18.9.14.pdf
http://www.theiirc.org/companies-and-investors/pension-fund-network/
http://www.cipfa.org/policy-and-guidance/articles/integrated-reporting-public-sector-pioneer-network
http://www.b20australia.info/priorities-1/infrastructure-and-investment
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経営トピック①

【バックナンバー】
未来を拓くコーポレートコミュニケーション
「第 1回　統合報告とはなにか」	
（AZ	Insight　Vol.53/Sep	2012）
「第 2回　統合報告Q＆ A」	
（AZ	Insight　Vol.54/Nov	2012）
「第 3回　南アフリカ（ヨハネスブルグ証券取引所）にお
ける事例にみる統合報告の成功要因と課題」	
（AZ	Insight　Vol.56/Mar	2013）
「第 4回　統合報告における開示要素について」	
（AZ	Insight　Vol.57/May	2013）
「第 5回　IIRC　CEO　ポール・ドラックマン氏に聞く」	
（KPMG	Insight　Vol.1/July	2013）
「第 6回　統合報告の実践に向けて」	
（KPMG	Insight　Vol.2/Sep	2013）
「第 7回　青山学院大学大学院教授　北川哲雄先生に聞く
今、資本市場に求められる「長期的視点」と統合報告の可
能性」	
（KPMG	Insight　Vol.3/Nov	2013）
「第 8回　国際統合報告フレームワークの解説」	
（KPMG	Insight　Vol.5/Mar	2014）
「第 9回　企業の成長戦略を支えるコミュニケーション　
市場、投資家、そしてコーポレートガバナンス」	
（KPMG	Insight　Vol.6/May	2014）
「第 10回　企業と投資家との対話の重要性から考える「統
合報告」」	
（KPMG	Insight　Vol.8/Sep	2014）

KPMGジャパン
統合報告アドバイザリーグループ

統合報告に代表される戦略的企業開示に対する要請の高ま
り対応していくために、KPMGジャパンは、統合報告ア
ドバイザリーグループを設け、グループ全体で戦略的開示
の実現に向けて取組みを支援するための体制を構築してい
ます。KPMGが長年にわたり企業の情報開示のあり方に
ついて続けてきた研究や実務経験を活かしながら、統合報
告の実践に関する支援をはじめ、企業情報の開示プロセス
の再構築支援などのアドバイザリーサービスを提供してい	
ます。

www.kpmg.com/jp/integrated-reporting/

本稿に関するご質問等は、以下までご連絡くださいますよ
うお願いいたします。

KPMGジャパン　	
統合報告アドバイザリーグループ　マネジャー　
国際統合報告評議会　プロジェクトマネジャー　
牧　多恵
tae.maki@theiirc.org

KPMGジャパン
統合報告アドバイザリーグループ
TEL: 03-3548-5106（代表番号）
integrated-reporting@jp.kpmg.com

mailto:tae.maki@theiirc.org
mailto:integrated-reporting@jp.kpmg.com
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